
（別添２）

調査票　様式一式



国家公務員の再就職状況に関する予備的調査

警察庁

番号

局 課

(25) (1) (2) (3) （3-1） (4-1) (5) (5-1) (6-1) (7) (7-1) (8) (8-1) (9-1) (10) (10-1)
1 長官官房 総務課 財団法人　公共政

策調査会
公益法人 18 8 * 6 4 12 2 4 2 33.3 100.0 6 6 * 2 2 33.3 33.3

2 長官官房 人事課 財団法人　警察協
会

公益法人 18 9 * 13 7 11 2 * 8 2 72.7 100.0 7 7 5 5 71.4 71.4

3 長官官房 人事課 社団法人　全国警
友会連合会

公益法人 18 0 6 0 14 0 3 0 21.4 0.0 4 0 3 0 75.0 0.0

4 長官官房 人事課 財団法人　警察大
学校学友会

公益法人 11 4 6 2 8 1 5 1 62.5 100.0 3 3 1 1 33.3 33.3

5 長官官房 給与厚生
課

財団法人　警察育
英会

公益法人 14 2 7 0 9 0 4 0 44.4 0.0 5 2 3 0 60.0 0.0

6 長官官房 給与厚生
課

財団法人　犯罪被
害救援基金

公益法人 13 4 4 2 9 0 2 0 22.2 0.0 4 4 2 2 50.0 50.0

7 長官官房 給与厚生
課

財団法人　ひまわ
り基金

公益法人 8 2 * 5 2 8 2 * 5 2 62.5 100.0 0 0 0 0 0.0 0.0

8 長官官房 給与厚生
課

財団法人　ジェ
イ・ピー・ファミ
リー生きがい振興
財団

公益法人 11 3 6 2 8 0 4 0 50.0 0.0 3 3 2 2 66.7 66.7

9 生活安全
局

生活安全
企画課

財団法人　日本防
災通信協会

公益法人 95 92 7 6 8 5 3 2 37.5 40.0 87 87 4 4 4.6 4.6

10 生活安全
局

生活安全
企画課

財団法人　全国防
犯協会連合会

公益法人 35 13 9 6 22 1 3 1 13.6 100.0 13 12 6 5 46.2 41.7

11 生活安全
局

生活安全
企画課

社団法人　全国警
備業協会

公益法人 46 18 3 2 30 2 3 2 10.0 100.0 16 16 0 0 0.0 0.0

12 生活安全
局

生活安全
企画課

社団法人　日本防
犯設備協会

公益法人 46 11 2 1 36 1 2 1 5.6 100.0 10 10 0 0 0.0 0.0

13 生活安全
局

生活安全
企画課

財団法人　社会安
全研究財団

公益法人 24 10 7 4 15 1 4 1 26.7 100.0 9 9 3 3 33.3 33.3

14 生活安全
局

生活安全
企画課

財団法人　都市防
犯研究センター

公益法人 23 9 * 7 3 15 1 * 5 1 33.3 100.0 8 8 2 2 25.0 25.0

15 生活安全
局

生活安全
企画課

財団法人　クマヒ
ラセキュリティ財
団

公益法人 14 4 1 0 11 1 1 0 9.1 0.0 3 3 0 0 0.0 0.0

16 生活安全
局

少年課 社団法人　全国少
年警察ボランティ
ア協会

公益法人 17 3 2 1 15 1 2 1 13.3 100.0 2 2 0 0 0.0 0.0

17 生活安全
局

生活環境
課

財団法人　競艇保
安協会

公益法人 76 66 6 5 13 3 3 2 23.1 66.7 63 63 3 3 4.8 4.8

18 生活安全
局

生活環境
課

社団法人　日本遊
技関連事業協会

公益法人 47 18 2 2 31 2 1 1 3.2 50.0 16 16 1 1 6.3 6.3

19 生活安全
局

生活環境
課

社団法人　全日本
アミューズメント
施設営業者協会連
合会

公益法人 16 6 * 2 1 11 1 * 2 1 18.2 100.0 5 5 0 0 0.0 0.0

20 生活安全
局

生活環境
課

社団法人　全日本
指定射撃場協会

公益法人 22 3 1 1 20 1 1 1 5.0 100.0 2 2 0 0 0.0 0.0

21 刑事局 犯罪鑑識
官

社団法人　日本警
察犬協会

公益法人 48 14 1 1 35 1 1 1 2.9 100.0 13 13 0 0 0.0 0.0

22 交通局 交通企画
課

社団法人　日本自
動車連盟

公益法人 3,798 3,745 * 10 5 59 6 * 7 2 11.9 33.3 3,739 3,739 * 3 3 0.1 0.1

23 交通局 交通企画
課

財団法人　全日本
交通安全協会

公益法人 76 31 7 6 49 4 5 4 10.2 100.0 27 27 2 2 7.4 7.4

24 交通局 交通企画
課

財団法人　国際交
通安全学会

公益法人 36 23 * 5 1 15 2 * 5 1 33.3 50.0 21 21 0 0 0.0 0.0

25 交通局 交通企画
課

財団法人　日本交
通管理技術協会

公益法人 42 31 * 14 10 14 3 * 6 2 42.9 66.7 28 28 8 8 28.6 28.6

(9)

内、常勤者
数

(4)

内、常勤
者数

内、国家公
務員再就職
者数(人)

(6)

内、常勤者
数

内、常勤
者数

内、常勤
者数

内、国家公
務員再就職
者数(人)

中央省庁名

団体名 団体の法人
種別

当該団体に
おける国家
公務員再就
職者数(人)

所管部局 当該団体の
役職員数
(人)

内、常勤者
数

総数(人)(６)/(５)
(％)

当該団体における取締役相当役職員数

総数(人)

当該団体の職員（取締役相当役職員を除く）の数

(9-1)/(8-
1)(％)

(９)/(８)
(％)(6-1)/(5-

1)(％)

(注)調査票中、（４）、（６）及び（９）の欄に付された「*」は、当該調査票を提出した中央省庁出身者以外の国家公務員再就職者が含まれることを示し、また、（11）、（13）及び（23）の欄に付された「*」は、当該団体に対して行った金銭交付の中に、当該調
査票を提出した中央省庁以外の中央省庁からの金銭交付が含まれることを示す。



（調査票）

当該団体に対して行った金銭交付

内、契約によって金銭の交付を行った 内、補助金等交付

件数 内、一般競争入札による契約 内、指名競争入札による契約 件数

件数 平均落札
率
   (％)

契約合計額
　（百万円）

件数 平均落札
率
   (％)

契約合計額
　　（百万円）

(12) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (24) (26) (26-1)
－ － － － － － － － － － － － － － － － － 3 2

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 2 1

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 2 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 2 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1

* 1 9 * 1 1 92.6 9 － － － － － － － － － － － 2 1

* 1 8 － － － － － － － － － － － － － * 1 8 2 2

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 1 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 4 1

(23)(11)

件数

(13)

うち特命随
意契約

内、随意契約

うち特
命随意
契約

平均落札率
   (％)

うち特
命随意
契約

備考当該団体の国
家公務員再就
職者の内、
(25)の課に所
属した経歴を
有する者の数
（人）

内、常勤者
数件数

交付合計額
　（百万円）契約合計額

　（百万円）

合計金額
　　（百万円）

(注)調査票中、（４）、（６）及び（９）の欄に付された「*」は、当該調査票を提出した中央省庁出身者以外の国家公務員再就職者が含まれることを示し、また、（11）、（13）及び（23）の欄に付された「*」は、当該団体に対して行った金銭交付の中に、当該調
査票を提出した中央省庁以外の中央省庁からの金銭交付が含まれることを示す。



国家公務員の再就職状況に関する予備的調査

警察庁

番号

局 課

(25) (1) (2) (3) （3-1） (4-1) (5) (5-1) (6-1) (7) (7-1) (8) (8-1) (9-1) (10) (10-1)(9)

内、常勤者
数

(4)

内、常勤
者数

内、国家公
務員再就職
者数(人)

(6)

内、常勤者
数

内、常勤
者数

内、常勤
者数

内、国家公
務員再就職
者数(人)

中央省庁名

団体名 団体の法人
種別

当該団体に
おける国家
公務員再就
職者数(人)

所管部局 当該団体の
役職員数
(人)

内、常勤者
数

総数(人)(６)/(５)
(％)

当該団体における取締役相当役職員数

総数(人)

当該団体の職員（取締役相当役職員を除く）の数

(9-1)/(8-
1)(％)

(９)/(８)
(％)(6-1)/(5-

1)(％)

26 交通局 交通企画
課

財団法人　交通事
故総合分析セン
ター

公益法人 54 44 * 10 4 14 4 * 10 4 71.4 100.0 40 40 0 0 0.0 0.0

27 交通局 交通企画
課

社団法人　日本自
家用自動車管理業
協会

公益法人 24 3 * 2 0 20 1 * 2 0 10.0 0.0 4 2 0 0 0.0 0.0

28 交通局 交通企画
課

財団法人　安全運
転研修推進協会

公益法人 19 11 * 7 1 9 1 * 7 1 77.8 100.0 10 10 0 0 0.0 0.0

29 交通局 交通企画
課

財団法人　日本自
動車交通安全用品
協会

公益法人 9 2 * 6 1 8 1 * 6 1 75.0 100.0 1 1 0 0 0.0 0.0

30 交通局 交通企画
課

社団法人　全国運
転代行協会

公益法人 16 3 * 1 0 14 1 * 1 0 7.1 0.0 2 2 0 0 0.0 0.0

31 交通局 交通規制
課

社団法人　全国道
路標識・標示業協
会

公益法人 31 6 * 7 3 27 2 * 6 2 22.2 100.0 4 4 * 1 1 25.0 25.0

32 交通局 交通規制
課

財団法人　道路交
通情報通信システ
ムセンター

公益法人 61 35 * 8 3 30 4 * 8 3 26.7 75.0 31 31 0 0 0.0 0.0

33 交通局 交通規制
課

社団法人　新交通
管理システム協会

公益法人 30 7 * 10 4 25 2 * 8 2 32.0 100.0 5 5 2 2 40.0 40.0

34 交通局 運転免許
課

社団法人　全日本
指定自動車教習所
協会連合会

公益法人 41 10 8 3 32 1 6 1 18.8 100.0 9 9 2 2 22.2 22.2

35 交通局 運転免許
課

社団法人　全国二
輪車安全普及協会

公益法人 30 6 * 5 2 26 2 * 5 2 19.2 100.0 4 4 0 0 0.0 0.0

36 交通局 運転免許
課

社団法人　全国自
動車運転教育協会

公益法人 15 3 2 0 13 1 2 0 15.4 0.0 2 2 0 0 0.0 0.0

37 情報通信
局

情報通信
企画課

財団法人　保安電
子通信技術協会

公益法人 188 177 * 47 43 16 5 * 8 4 50.0 80.0 172 172 39 39 22.7 22.7

38 交通局 交通企画
課

自動車安全運転セ
ンター

認可法人 475 470 * 7 7 10 5 * 5 5 50.0 100.0 465 465 * 2 2 0.4 0.4

39 － －池上通信機株式会
社

特定営利企
業

1,035 1,033 * 5 5 11 9 0 0 0.0 0.0 1,024 1,024 * 5 5 0.5 0.5

40 － －株式会社電通テッ
ク

特定営利企
業

1,494 1,482 1 0 31 28 0 0 0.0 0.0 1,463 1,454 1 0 0.1 0.0

(注)調査票中、（４）、（６）及び（９）の欄に付された「*」は、当該調査票を提出した中央省庁出身者以外の国家公務員再就職者が含まれることを示し、また、（11）、（13）及び（23）の欄に付された「*」は、当該団体に対して行った金銭交付の中に、当該調
査票を提出した中央省庁以外の中央省庁からの金銭交付が含まれることを示す。



（調査票）

当該団体に対して行った金銭交付

内、契約によって金銭の交付を行った 内、補助金等交付

件数 内、一般競争入札による契約 内、指名競争入札による契約 件数

件数 平均落札
率
   (％)

契約合計額
　（百万円）

件数 平均落札
率
   (％)

契約合計額
　　（百万円）

(12) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (24) (26) (26-1)(23)(11)

件数

(13)

うち特命随
意契約

内、随意契約

うち特
命随意
契約

平均落札率
   (％)

うち特
命随意
契約

備考当該団体の国
家公務員再就
職者の内、
(25)の課に所
属した経歴を
有する者の数
（人）

内、常勤者
数件数

交付合計額
　（百万円）契約合計額

　（百万円）

合計金額
　　（百万円）

* 21 475 * 20 － － － － － － 20 20 － － 419 419 * 1 55 1 0
(21)について、予定価格の設定
がない契約は除外した。

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 0 0

－ － － － － － － － － － － － － － － － － 5 5

* 10 237 9 － － － － － － 9 9 － － 113 113 * 1 124 0 0 （21）について、予定価格の設
定がない契約は除外した。

* 11 507 * 11 8 － 405 － － － 3 － － － 102 － － － － －予定価格の公開が無かったこと
から、平均落札率は出ない。

* 2 15 * 2 － － － － － － 2 － － － 15 － － － － －予定価格の公開が無かったこと
から、平均落札率は出ない。

(注)調査票中、（４）、（６）及び（９）の欄に付された「*」は、当該調査票を提出した中央省庁出身者以外の国家公務員再就職者が含まれることを示し、また、（11）、（13）及び（23）の欄に付された「*」は、当該団体に対して行った金銭交付の中に、当該調
査票を提出した中央省庁以外の中央省庁からの金銭交付が含まれることを示す。



（別紙）

8,094 人 7,421 人 265 人 150 人 764 人 110 人

163 人 56 人 21.3 ％ 50.9 ％ 7,330 人 7,311 人

102 人 94 人 1.4 ％ 1.3 ％

46 件 1,253 百万円 43 件

9 件 92.6 ％ 414 百万円

－件 －％ － 百万円

34 件 29 件 －％ －％ 649 百万円 532 百万円

3 件 188 百万円 32 人 17 人

3 件 188 百万円

43 件 1,064 百万円

（５－１）(４－１)（３－１）

(９)

(７)
（７－１） （８－１）

(８)

（10－１）

(６)
（６－１）

（９－１）
(10)

(20) (21)

(24)

(22)

(26)
（26－１）

うち特命随意契約

(13)

うち特命随意契約

(19)

①　各項目の合計数等

中央省庁名

(５)(３)

警察庁

(４)

④　契約総件数

③ ②の補助金等金額

(23)

(12)

(15)

(18)

②　補助金等交付総件数

(11)

うち特命随意契約

備考
　上記の国家公務員再就職者数には、警察庁出身者以外の者が含まれ、また、上記の金銭交付の件数及び金額には、警察庁以外の中央省庁からの金銭交付が含まれる。

⑤ ④の契約金額

(14)

(17)

(16)



中央省庁名 警察庁

1 財団法人　公共政策調査会 公益法人 37 財団法人　保安電子通信技術協会 公益法人
2 財団法人　警察協会 公益法人 38 自動車安全運転センター 認可法人
3 社団法人　全国警友会連合会 公益法人 39 池上通信機株式会社 特定営利企業
4 財団法人　警察大学校学友会 公益法人 40 株式会社電通テック 特定営利企業
5 財団法人　警察育英会 公益法人
6 財団法人　犯罪被害救援基金 公益法人
7 財団法人　ひまわり基金 公益法人
8 財団法人　ジェイ・ピー・ファミリー生きがい振興財団 公益法人
9 財団法人　日本防災通信協会 公益法人
10 財団法人　全国防犯協会連合会 公益法人
11 社団法人　全国警備業協会 公益法人
12 社団法人　日本防犯設備協会 公益法人
13 財団法人　社会安全研究財団 公益法人
14 財団法人　都市防犯研究センター 公益法人
15 財団法人　クマヒラセキュリティ財団 公益法人
16 社団法人　全国少年警察ボランティア協会 公益法人
17 財団法人　競艇保安協会 公益法人
18 社団法人　日本遊技関連事業協会 公益法人
19 社団法人　全日本アミューズメント施設営業者協会連合会 公益法人
20 社団法人　全日本指定射撃場協会 公益法人
21 社団法人　日本警察犬協会 公益法人
22 社団法人　日本自動車連盟 公益法人
23 財団法人　全日本交通安全協会 公益法人
24 財団法人　国際交通安全学会 公益法人
25 財団法人　日本交通管理技術協会 公益法人
26 財団法人　交通事故総合分析センター 公益法人
27 社団法人　日本自家用自動車管理業協会 公益法人
28 財団法人　安全運転研修推進協会 公益法人
29 財団法人　日本自動車交通安全用品協会 公益法人
30 社団法人　全国運転代行協会 公益法人
31 社団法人　全国道路標識・標示業協会 公益法人
32 財団法人　道路交通情報通信システムセン
ター

公益法人
33 社団法人　新交通管理システム協会 公益法人
34 社団法人　全日本指定自動車教習所協会連合
会

公益法人
35 社団法人　全国二輪車安全普及協会 公益法人
36 社団法人　全国自動車運転教育協会 公益法人

※調査対象法人のうち、国家公務員再就職者がいない法人等は
「該当なし調査対象法人一覧表」に掲載

団体の法人種別

調査法人一覧表

番号 団体名 番号 団体名番号 団体名 団体の法人種別団体の法人種別



中央省庁 局 課

警察庁 長官官房 総務課 財団法人　近畿警察官友の会 公益法人
警察庁 生活安全局 生活安全企画課 社団法人　日本調査業協会 公益法人
警察庁 生活安全局 生活環境課 社団法人　全日本ダンス協会連合会 公益法人
警察庁 警備局 警備課 社団法人　機動隊員等を励ます会 公益法人

所管部局
法人名 法人種別

該当なし調査対象法人一覧表

※調査対象法人のうち、国家公務員再就職者がいない法人及び国家公務員再就職者数が把握できない法人等は以下のとおり。


	表紙
	1　調査票
	２　別紙
	３　調査法人一覧表
	４　該当なし調査対象法人一覧表

